
 

 

 
平 成 21 年 8 月 21 日 

各   位 
会  社  名 株  式  会  社  東  栄  住  宅 
代表者の役職名 代表取締役社長兼社長執行役員 西 野  弘 

（コード番号：８８７５ 東証第一部） 
問い合わせ先 執 行 役 員 総 務 部 長 佐 藤 千 尋 
電 話 番 号 ０ ４ ２ － ４ ６ ３ － ８ ８ ４ ５ 

 
 

平成 22 年１月期業績予想の修正に関するお知らせ 
 
 最近の業績の動向等を踏まえ、平成21年３月17日の決算発表時に公表いたしました平成22年１月期（平成
21年２月１日～平成22年１月31日）第２四半期累計期間及び通期の業績予想を下記のとおり修正いたしまし
たのでお知らせいたします。 
 

記 
 
１．平成 22 年１月期 連結業績予想の修正について 
 
第２四半期連結累計期間（平成 21 年２月１日～平成 21 年７月 31 日） 

（単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 47,409 945 81 63 
円 銭 

2.34 
今 回 修 正 予 想            （Ｂ） 47,347 309 △94 △130 △4.86 
増  減  額          （Ｂ－Ａ） △62 △636 △175 △193  
増 減 率            （％） △0.1 △67.3 － －  
（ご参考） 
前期実績（平成 21年１月期第２四半期） 47,056 186 △532 △5,181 △192.44 
 
通期（平成 21 年２月１日～平成 22 年１月 31 日） 

（単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 89,217 2,851 1,255 1,149 
円 銭 

42.68 
今 回 修 正 予 想            （Ｂ） 78,500 2,851 1,255 1,149 42.68 
増  減  額          （Ｂ－Ａ） △10,717 0 0 0  
増 減 率            （％） △12.0 0 0 0  
（ご参考） 
前期実績（平成 21 年１月期） 99,395 △2,134 △3,556 △13,749 △510.67 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

２．平成 22 年１月期 個別業績予想の修正について 
 
第２四半期累計期間（平成 21 年２月１日～平成 21 年７月 31 日） 
                                        （単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 46,567 947 100 82 
円 銭 
3.05 

今 回 修 正 予 想            （Ｂ） 46,606 376 △30 △76 △2.82 

増  減  額          （Ｂ－Ａ） 39 △571 △130 △158  

増 減 率            （％） 0.1 △60.3 － －  
（ご参考） 
前期実績（平成 21年１月期第２四半期） 44,612 229 △449 △5,640 △209.50 
 
通期（平成 21 年２月１日～平成 22 年１月 31 日） 

（単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

前 回 発 表 予 想            （Ａ） 86,431 2,680 1,105 1,070 
円 銭 

39.74 
今 回 修 正 予 想            （Ｂ） 76,950 2,680 1,105 1,070 39.74 
増  減  額          （Ｂ－Ａ） △9,481 0 0 0  
増 減 率            （％） △11.0 0 0 0  
（ご参考） 
前期実績（平成 21 年１月期） 95,085 △1,972 △3,341 △14,284 △530.55 
 
 
３．修正の理由 
 第１四半期会計期間において、期首時点で未契約であった長期滞留在庫の処分について更なる販売価格の
調整を行ったことが影響し、戸当たりの収益率が低下いたしております。 
 当第２四半期会計期間においては在庫の入れ替えが進展し、収益率の改善は行われておりますが、過年度
より当社が販売を進めている一部の大型プロジェクト案件等につき、収益性の低下による正味売却価額を鑑
定評価額等により再算定した結果、販売用不動産評価損 315 百万円を売上原価に計上する見込みとなりまし
た。 
 第 1四半期会計期間における粗利の低下と当第２四半期会計期間における販売用不動産評価損により、営
業利益、経常利益及び四半期純利益が当初の予想を下回る見込みであります。 
 
 また、通期予想におきましては、一時的な仕入抑制の影響により、通期の売上高が下回る見込みでありま
す。しかしながら、当第２四半期会計期間より収益率が大幅に改善しており、下期販売住戸につきまして収
益率が想定を上回る見込みの為、営業利益、経常利益及び当期純利益につきましては、業績予想の修正はご
ざいません。 
 
 また、個別業績予想の修正の理由は、連結業績予想修正の理由と同様の理由によります。 
 
 以上の理由により、平成 21 年３月 17 日に公表いたしました平成 22 年１月期第２四半期累計期間(連結・
個別)の業績予想ならびに平成 22 年１月期通期(連結・個別)の業績予想を修正いたします。 
 
 なお、配当につきましては、当初の予定通り、１株当たり期末配当８円を実施する予定であります。 
 

 
以 上 


